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日付 価格 騰落率＊
指数対比

超過リターン
価格 騰落率＊

指数対比

超過リターン
指数値 騰落率＊

上場前売出価格 1,080 113.0% 324 24.2%

2023年5月9日 1,422 61.8% 12.8% 43,372 49.0%

2023年11月7日 337 19.4% -1.0% 53,697 20.3%

2023年5月24日 1,323 74.0% 27.4% 44,100 46.5%

2024年3月26日 380 5.9% 5.4% 64,262 0.6%

直近終値 2024年3月28日 2,301 402 64,623

上場日終値

組入開始日終値
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T&Dインド中小型株ファンド（分配金再投資基準価額）

Nifty 中型株100指数（トータルリターン、円ベース）

Nifty 50指数（トータルリターン、円ベース）

ガンジス・ファンドレポート

インド大型株式はNifty 50指数の時価総額、インド中小型株式は全体の時価総額からNifty 50指数の時価総額を控除して算出
インド中型株式はNifty 中型株100指数トータルリターン
記載の銘柄は2024年3月時点のものであり、将来の組入れを示唆・保証するものではありません。また個別銘柄を推奨するものではありません。
出所：ボンベイ証券取引所、Bloombergのデータに基づきT&Dアセットマネジメントが作成

（年/月）

■T&Dインド中小型株ファンドの運用実績

※2011年2月6日を10,000として指数化
※Nifty 中型株100指数とNifty 50指数については基準価額への反映を考慮し、前営業日の値を基に算出
出所：Bloombergのデータに基づきT&Dアセットマネジメントが作成

T&Dインド中小型株ファンドとインド株式市場の推移
期間：2011年2月6日（ファンド設定日の前営業日）～ 2024年3月29日（日次）

(年/月)

■インドでの新規株式公開は中小型株式が多く、上場企業数は世界最多水準

（兆米ドル）

2023年の新規株式公開は約220件、前年比4割超の増加

インド株式市場では、近年存在感が増している中小型
株式を中心に新規株式公開（IPO）が活発化してい
ます。2023年のインドにおけるIPOは約220件に上り、
世界全体の約17％を占め、上場企業数は世界最多
水準でした。この件数は前年比約4割超の増加となり、
その増加率はIPOが活発である米国に比肩します
（2023年12月時点の推計）。インドの二大株式市
場であるボンベイ証券取引所とナショナル証券取引所に
おける株式資金調達額は合計で約69億米ドル
（2023年末時点）となり、香港証券取引所の約56
億米ドルを抜きました。2024年のIPOも旺盛で2023
年のペースを上回って増加しています。このようにIPOが
増加しているインド中小型株式市場は投資機会の増大
が見込まれるものの、玉石混交の恐れがあるため、銘柄
選択力が求められることから、ファンドでは万全の運用・
調査体制を整えて、投資に努めてまいります。

インドの規模別株式時価総額の推移
期間：2014年6月～2024年3月（月次）

ファンドに組入れられている2023年新規株式公開銘柄
（2024年3月末時点、価格の単位はインドルピー） ＊騰落率は直近終値対比
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※資金動向や市況動向等によっては、上記のような運用が行われない場合があります。

【ファンドの特色】
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当資料で使用するデータについて
■ T&Dインド中小型株ファンド（以下、「本商品」）は、NSE インディシーズ リミテッド（以下、NSEIL）によって支持、保証、販売又は販

売促進されるものではありません。NSEILは、明示的にも暗示的にも、本商品の所有者もしくは一般の者に対して、有価証券全般または
本商品に関する投資について、またインドにおいてNifty 50指数（以下、「本指数」）が市場全般のパフォーマンスに追随する能力につい
て、何ら表明、条件付け又は保証するものではありません。NSEILのT&Dアセットマネジメント株式会社に対する唯一の関係は、NSEILが
T&Dアセットマネジメント株式会社又は本商品に関係なく決定、作成及び計算する本指数並びにNSEILの登録商標についての利用許
諾を与えることです。NSEILは、本指数の決定、作成及び計算において、T&Dアセットマネジメント株式会社又は本商品の所有者の要求
等を考慮に入れる義務を負うものではありません。NSEILは本商品の販売に関する時期、価格の決定、又は本商品を現金に換算する式
の決定もしくは計算に責任を負わず、また関わっていません。NSEILは、本商品の管理、マーケティング又は取引に関する義務又は責任を
何ら負うものではありません。NSEILは、Nifty 50指数の計算及びその元になるデータの正確性や完全性を保証するものではありません。
また、NSEILは、本指数に含まれるいかなる誤り、欠落又は障害に対する責任を負いません。NSEILは、本指数又はそれらに含まれるデー
タの使用により、T&Dアセットマネジメント株式会社、本商品の所有者又はその他の人や組織に生じた結果に対して、明示的にも暗示的
にも保証しません。NSEILは、本指数又はそれに含まれるデータに関して、商品性の保証や適合性について何ら保証するものではないこと
を明示し、かつそれに関して明示もしくは暗示の保証を行いません。以上のことに関わらず、特定の、罰則的、間接的あるいは結果的な損
害（利益の損失を含む）について、仮にその可能性について事前に通知されていたとしても、NSEILが責任を負うことはありません。

■ 当資料に引用した各インデックス（指数）の商標、著作権、知的財産権およびその他一切の権利は、各インデックスの算出元に帰属しま
す。また各インデックスの算出元は、インデックスの内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。
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インドの証券取引所に上場する株式のうち、中小型株を実質的な主要投資対象とし
ます。

● ファンドは、モーリシャス籍・外国投資法人「ライジング・インディア・フォーカス・ファンド・リミテッド アイプロ・インド
中小型株ファンド（米ドル建）」投資証券（以下「外国投資証券」ということがあります。）を通じて、 主と
してインドの証券取引所に上場する中小型株に投資を行います。●

● 外国投資証券の組入比率は、原則として高位を保ちます。

中小型株への実質的な投資にあたっては、インドの高度経済成長期において高い成
長が期待でき、相対的に割安と考えられる株式を選定し、組入銘柄を決定します。

外国投資証券の運用において、インドの株式運用で実績のある、インベスコ・アセット・
マネジメント（インド）プライベート・リミテッドが投資助言を行います。

● インベスコ・アセット・マネジメント（インド）プライベート・リミテッドは、インドに本社を置く資産運用会社であり、
世界各国に拠点を持つ独立系運用会社であるインベスコ・グループの一員です。

● インベスコ・アセット・マネジメント（インド）プライベート・リミテッドの助言に基づいた銘柄選定（40～60銘柄
程度）により、インベストメント・プロフェッショナルズ・リミテッドが投資を行います。

原則として為替ヘッジは行いません。

● 実質組入外貨建資産については原則として為替ヘッジは行いませんので、為替変動の影響を受けます。

インベストメント・プロフェッショナルズ・リミテッド

（所在地 ： モーリシャス）

ライジング・インディア・フォーカス・ファンド・リミテッド　アイプロ・インド中小型

株ファンド（米ドル建）の投資顧問会社です。

インベスコ・アセット・マネジメント（インド）

プライベート・リミテッド（所在地 ： インド）

インドに本社を置く資産運用会社であり、世界各国に拠点を持つ独立系

運用会社であるインベスコ・グループの一員です。
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販売会社の名称等

照会先ファンドの関係法人

加入協会に○印を記載しています。

T&Dアセットマネジメント株式会社

電話番号 ： 03-6722-4810

（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）

インターネットホームページ ： https://www.tdasset.co.jp/

委託会社 ： T&Dアセットマネジメント株式会社

信託財産の運用指図等を行います。

受託会社 ：三菱UFJ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

信託財産の保管・管理業務等を行います。

委託金融商品取引業者

マネックス証券株式会社

金融商品

取引業者

関東財務局長（金商）

第165号
○ ○ ○

○ ○

委託金融商品取引業者

マネックス証券株式会社

金融商品

取引業者

登録金融

機関

関東財務局長（登金）

第633号

関東財務局長（金商）

第165号 ○ ○

福岡財務支局長（登金）

第7号
○株式会社福岡銀行

登録金融

機関

○

○

○

○

○

○

○

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

○

○

○

○

○

あかつき証券株式会社

○

○

○

○

金融商品

取引業者

関東財務局長（金商）

第61号

ほくほくTT証券株式会社
金融商品

取引業者

販売会社 登録番号
日本証券業

協会

関東財務局長（金商）

第165号 ○

金融商品

取引業者

関東財務局長（金商）

第67号 ○ ○

○

中国財務局長（金商）

第8号
○ワイエム証券株式会社

マネックス証券株式会社
金融商品

取引業者

楽天証券株式会社
金融商品

取引業者

関東財務局長（金商）

第195号 ○ ○

金融商品

取引業者

○

株式会社SBI新生銀行
登録金融

機関

関東財務局長（登金）

第10号 ○

○

○

北陸財務局長（金商）

第24号 ○

株式会社イオン銀行

○

フィデリティ証券株式会社

福岡財務支局長(金商)

第75号

関東財務局長（金商）

第1977号

西日本シティTT証券株式会社

関東財務局長（金商）

第152号 ○

○

関東財務局長（金商）

第32号

浜銀TT証券株式会社

金融商品

取引業者

金融商品

取引業者

金融商品

取引業者

株式会社熊本銀行
登録金融

機関

東海東京証券株式会社

東武証券株式会社
金融商品

取引業者

十六TT証券株式会社
金融商品

取引業者

金融商品

取引業者

東海財務局長（金商）

第140号 ○

株式会社十八親和銀行

金融商品

取引業者

とちぎんTT証券株式会社

東海財務局長（金商）

第188号 ○

関東財務局長（金商）

第120号

auカブコム証券株式会社 ○

九州財務局長（登金）

第6号 ○

○

福岡財務支局長（登金）

第3号 ○

○

池田泉州TT証券株式会社

登録金融

機関

金融商品

取引業者

近畿財務局長（金商）

第370号

関東財務局長（金商）

第44号
株式会社SBI証券

金融商品

取引業者

○
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購
入
時

購入単位
販売会社が定める単位
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換
金
時

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額
換金申込受付日の翌営業日の基準価額から、
信託財産留保額を差し引いた額

換金代金
原則として換金申込受付日から起算して
7営業日目からお支払いします。

信託期間
2044年2月10日まで
（2011年2月7日設定）

決算日
毎年2月、8月の各10日
（休業日の場合は翌営業日）

収益分配
年2回、毎決算時に収益分配方針に基づいて収
益の分配を行います。
ただし、必ず分配を行うものではありません。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は、税法上、一定の要件を
満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）
の適用対象となります。ファンドについては、NISA
の成長投資枠（特定非課税管理勘定）の適
用対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場
合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ
ください。配当控除の適用はありません。

申込不可日

下記のいずれかに該当する日には、購入、換金の
申込はできません。
ボンベイ証券取引所・ナショナル証券取引所の休
場日、インド・モーリシャスの各銀行の休業日

ファンドの費用 お申込みメモ

運用管理
費用

(信託報酬)

【ファンド】
毎日、ファンドの純資産総額に年1.221％
（税抜1.11％）の率を乗じて得た額とします。

【投資対象とする外国投資証券】
外国投資証券の純資産総額に対し、年0.83％程度

【実質的な負担】
年2.051％（税抜1.94％）程度
ファンドが投資対象とする外国投資証券の運用報酬等
を加味して、受益者が実質的に負担する信託報酬率に
ついて算出したものです。

その他の
費用・手数料

・信託財産に係る監査費用および当該監査費用に係る消費税

等に相当する金額は、受益者の負担とし、信託財産中から支

弁します。

・証券取引に伴う手数料、組入資産の保管に要する費用等は、

信託財産中から支弁します。

また、組入外国投資信託において、証券取引・オプション取引

等に伴う手数料、その他ファンド運営に必要な各種費用等が

かかります。

これらの費用・手数料については、運用状況等により変動するも

のであり、事前に料率・上限額等を示すことができません。

購入時
手数料

購入価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として販売
会社が個別に定める率を乗じて得た額とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産
留保額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％の率
を乗じて得た額を、換金時にご負担いただきます。

■ 投資者が直接的に負担する費用

■ 投資者が信託財産で間接的に負担する費用

■当資料はT&Dアセットマネジメントが作成した情報提供資料です。当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づいて作成したものですが、その正確
性・完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意見・見通しは表記時点での当社の判断を反映したものであり、将来の投資成果等を示唆ある
いは保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。

■投資信託はリスクを含む商品であり、株式および公社債等値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、運用実績
は市場環境等により変動します。したがいまして、元本が保証されているものではありません。これら運用による損益は全て投資者に帰属します。

■投資信託は預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入いただいた
場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。

■購入のお申込みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認の上、ご自身でご判断いただきますようお願い致します。
■投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社にてご入手いただけます。

ファンドの基準価額の変動要因となる主なリスクは次の通りです。

※基準価額の変動要因（リスク）は、上記に限定されるものではありません。

○ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
○インドの税制に関する留意点
○分配金に関する留意点
・分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。
・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
・の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
・投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、
・分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

○大量の解約・換金申込を受け付け短期間で解約資金を準備する必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資
○産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、投資する有価証券の価格が下落し、
○基準価額が変動する要因となります。また、換金申込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。

為替変動リスク カントリーリスク株価変動リスク 流動性リスク 信用リスク
投資対象ファンド
に係る税務リスク

ファンドの基準価額は、投資を行っている有価証券等の値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損益は全て投資者に帰属
します。したがいまして、ファンドは投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこと
があります。なお、ファンドは預貯金とは異なります。

投資リスク

その他の留意点

ご留意いただきたい事項

設定・運用は

商号等：T&Dアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第357号
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

上記の費用の合計額については、投資者がファンドを保有される期間等に応じて
異なりますので、表示することができません。


